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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転可能に軸支されて回転軸中心で軸方向に延びるシャフトと、
　円筒状で外周部にブリッジ部を有し複数のフラックスバリアが形成され前記シャフトの
径方向周囲に設けられ前記シャフトに固定されて軸方向に延びた回転子鉄心と、
　前記回転子鉄心の外周に前記回転子鉄心と間隔をあけて配設されて互いに周方向に間隔
をあけて配列されて軸方向に延びた凸状の複数の固定子ティースが形成された固定子鉄心
と、
　前記複数の固定子ティースに巻回された複数極の多相の電機子巻線と、
　を具備する同期リラクタンスモータであって、
　前記フラックスバリアは、
　周方向に互いに間隔をあけて形成されて径方向に延びた複数の第１のフラックスバリア
と、
　前記第１のフラックスバリアに挟まれたそれぞれの周角度領域において前記回転軸中心
に向かって凸な曲面状に周方向に広がって互いに間隔をもって形成された複数の第２のフ
ラックスバリアと、
　を含み、
　前記シャフトは、非磁性体の互いに周方向に間隔をあけて配列されそれぞれ径方向外側
および軸方向に延びて前記第１のフラックスバリアの領域に配置された複数の放射状板を
有し、
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　前記回転子鉄心と前記放射状板のいずれか一方には嵌め合いのための突起が、また他方
には間には嵌め合いのための溝が形成されている、
　ことを特徴とする同期リラクタンスモータ。
【請求項２】
　前記嵌め合いのための突起は、ダブテール形状であることを特徴とする請求項１に記載
の同期リラクタンスモータ。
【請求項３】
　前記第１のフラックスバリアと前記第２のフラックスバリアの少なくともいずれかは非
磁性体の樹脂が充填されていることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の同期リ
ラクタンスモータ。
【請求項４】
　前記第１のフラックスバリアと前記第２のフラックスバリアの少なくともいずれかには
空気層が形成されていることを特徴とする請求項１ないし請求項３のいずれか一項に記載
の同期リラクタンスモータ。
【請求項５】
　前記第１のフラックスバリアと前記第２のフラックスバリアの少なくともいずれかには
永久磁石が配置されていることを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれか一項に記
載の同期リラクタンスモータ。
【請求項６】
　電機子巻線が設けられた固定子鉄心を備える同期リラクタンスモータの回転子であって
、
　回転可能に軸支されて回転軸中心で軸方向に延びるシャフトと、
　円筒状で外周部にブリッジ部を有し複数のフラックスバリアが形成され前記シャフトの
径方向周囲に設けられ前記シャフトに固定されて軸方向に延びた回転子鉄心と、
　を有し、
　前記フラックスバリアは、
　周方向に互いに間隔をあけて形成されて径方向に延びた複数の第１のフラックスバリア
と、
　前記第１のフラックスバリアに挟まれたそれぞれの周角度領域において前記回転軸中心
に向かって凸な曲面状に周方向に広がって互いに間隔をあけて形成された複数の第２のフ
ラックスバリアと、
　を含み、
　前記シャフトは、非磁性体の互いに周方向に間隔をあけて配列されそれぞれ径方向外側
および軸方向に延びて前記第１のフラックスバリアの領域に配置された複数の放射状板を
有し、
　前記回転子鉄心と前記放射状板のいずれか一方には嵌め合いのための突起が、また他方
には間には嵌め合いのための溝が形成されている、
　ことを特徴とする同期リラクタンスモータの回転子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、同期リラクタンスモータに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の同期電動機の場合、ロータに永久磁石を持つ永久磁石型同期電動機（ＰＭＳＭ：
Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｍａｇｎｅｔ　Ｓｙｎｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｍｏｔｏｒ）、ロータに
界磁コイルを持つ同期電動機（ＦＣＳＭ：Ｆｉｅｌｄ　Ｃｏｉｌ　Ｓｙｎｃｈｒｎｏｕｓ
　Ｍｏｔｏｒ）、ロータに磁気突極を持つリラクタンスモータ（ＲＭ：Ｒｅｌｕｃｔａｎ
ｃｅ　Ｍｏｔｏｒ）などが知られている。
【０００３】
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　ＰＭＳＭは磁気作成の電力損失がなく高効率であるが、高速回転時は弱め界磁制御をす
る必要があり、また、永久磁石の機械的強度や熱耐久性などの問題がある。
【０００４】
　ＰＭＳＭの問題点や磁石価格の高騰などから、永久磁石を用いないモータであるＲＭが
注目されてきた。ＲＭには正弦波回転界磁に同期して回転する同期リラクタンスモータ（
ＳｙｎＲＭ：Ｓｙｎｃｈｒｎｏｕｓ　Ｒｅｌｕｃｔａｎｃｅ　Ｍｏｔｏｒ）やスイッチン
グ磁界により回転するスイッチドリラクタンスモータ（ＳＲＭ：Ｓｗｉｔｃｈｅｄ　Ｒｅ
ｌｕｃｔａｎｃｅ　Ｍｏｔｏｒ）などが知られている。ＳｙｎＲＭはＳＲＭに比べ低騒音
、低振動として知られている。
【０００５】
　ＳｙｎＲＭの回転子について、主たる磁束の方向をｑ軸とし、これに電気的、磁気的に
直交する方向をｄ軸とする。ＳｙｎＲＭのロータは、電気角がたとえばπ（１８０°）離
れた２つのｑ軸間の領域内のフラックスバリア（スリット）をたとえば５重に有している
。
【０００６】
　これにより、回転子のｄ軸方向のインダクタンス、すなわちｄ軸インダクタンスＬｄは
、ｑ軸方向のインダクタンス、すなわちｑ軸インダクタンスＬｑよりも小さくなり、この
結果、リラクタンストルク（＝（Ｌｄ－Ｌｑ）・Ｉｄ・Ｉｑ）を増大することができる。
【０００７】
　また、ＳｙｎＲＭのロータ構造の他の例では、ロータコアの外周面のｄ軸近傍に凹溝を
設け、この凹溝にロータコイルを巻回する。ロータコイルに直流電流を通電することによ
り、リラクタンストルクに加えて電流磁束Φｉによるトルクを発生させることができる。
【０００８】
　凹溝は、前記の定義上のｄ軸近傍に設けられるため、リラクタンストルクの減少を防止
することができ、その結果トルク向上ができ効率の改善ができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００６－１２１８２１号公報
【特許文献２】特開２００９－１９４９４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、ＳｙｎＲＭの回転子構成においては、磁気抵抗の大きなフラックスバリ
アを層状に配置して突極比（Ｌｑ／Ｌｄ）を大きくし、トルクや力率を高める必要がある
。
【００１１】
　従来のＳｙｎＲＭの構成ではその構造上、多層状磁路の上層側（回転子軸直角の半径方
向外側部分）における磁路の幅が相対的に狭くなる。このため、局所的に大きな磁気抵抗
が発生し、回転子全体のｑ軸インダクタンス（Ｌｑ）が低下してトルクや力率が低下する
という問題がある。
【００１２】
　本発明は上記のような問題を解決するためになされたものであり、同期リラクタンスモ
ータの突極比（Ｌｑ／Ｌｄ）を大きくし、トルクおよび力率を高めることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上述の目的を達成するため、本発明は、回転可能に軸支されて回転軸中心で軸方向に延
びるシャフトと、円筒状で外周部にブリッジ部を有し複数のフラックスバリアが形成され
前記シャフトの径方向周囲に設けられ前記シャフトに固定されて軸方向に延びた回転子鉄
心と、前記回転子鉄心の外周に前記回転子鉄心と間隔をあけて配設されて互いに周方向に
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間隔をあけて配列されて軸方向に延びた凸状の複数のティースが形成された固定子鉄心と
、前記複数のティースに巻回された複数極の多相の電機子巻線と、を具備する同期リラク
タンスモータであって、前記フラックスバリアは、周方向に互いに間隔をあけて形成され
て径方向に延びた複数の第１のフラックスバリアと、前記第１のフラックスバリアに挟ま
れたそれぞれの周角度領域において前記回転軸中心に向かって凸な曲面状に周方向に広が
って互いに間隔をもって形成された複数の第２のフラックスバリアと、を含み、前記シャ
フトは、非磁性体の互いに周方向に間隔をあけて配列されそれぞれ径方向外側および軸方
向に延びて前記第１のフラックスバリアの領域に配置された複数の放射状板を有し、前記
回転子鉄心と前記放射状板のいずれか一方には嵌め合いのための突起が、また他方には間
には嵌め合いのための溝が形成されている、ことを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明は、電機子巻線が設けられた固定子鉄心を備える同期リラクタンスモータ
の回転子であって、回転可能に軸支されて回転軸中心で軸方向に延びるシャフトと、円筒
状で外周部にブリッジ部を有し複数のフラックスバリアが形成され前記シャフトの径方向
周囲に設けられ前記シャフトに固定されて軸方向に延びた回転子鉄心と、を有し、前記フ
ラックスバリアは、周方向に互いに間隔をあけて形成されて径方向に延びた複数の第１の
フラックスバリアと、前記第１のフラックスバリアに挟まれたそれぞれの周角度領域にお
いて前記回転軸中心に向かって凸な曲面状に周方向に広がって互いに間隔をあけて形成さ
れた複数の第２のフラックスバリアと、を含み、前記シャフトは、非磁性体の互いに周方
向に間隔をあけて配列されそれぞれ径方向外側および軸方向に延びて前記第１のフラック
スバリアの領域に配置された複数の放射状板を有し、前記回転子鉄心と前記放射状板のい
ずれか一方には嵌め合いのための突起が、また他方には間には嵌め合いのための溝が形成
されている、ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、同期リラクタンスモータの突極比（Ｌｑ／Ｌｄ）が大きくなり、トル
クおよび力率を高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】第１の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面図である。
【図２】第１の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面の詳細を示
す部分断面図である。
【図３】本発明の第１の実施形態に係る同期リラクタンスモータの電機子巻線の結線図で
ある。
【図４】従来の同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面における概略の磁束分布図
である。
【図５】第１の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面における概
略の磁束分布図である。
【図６】従来の同期リラクタンスモータおよび第１の実施形態に係る同期リラクタンスモ
ータの平均軸トルクの比較図である。
【図７】従来の同期リラクタンスモータおよび第１の実施形態に係る同期リラクタンスモ
ータの力率の比較図である。
【図８】第２の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面図である。
【図９】第３の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面の詳細を示
す部分断面図である。
【図１０】第４の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面の詳細を
示す部分断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　［第１の実施形態］
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　図１は、第１の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面図である
。また、図２は、第１の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面の
詳細を示す部分断面図である。なお、図２は、４分の１断面であるが、説明の便宜のため
に４分の１の図としているだけで、同期リラクタンスモータが４分の１単位で分割可能で
あることを示しているわけではない。
【００１８】
　同期リラクタンスモータ１００は、ハウジング（図示しない。）の内部に、固定子１０
および回転子２０を有する。
【００１９】
　固定子１０は、固定子鉄心１１および複数の固定子ティース１２を有する。
【００２０】
　固定子鉄心１１は、渦電流損を低減するために鉄にケイ素を添加して製造された薄板で
ある電磁鋼板を軸方向に積層した構造を有する。固定子鉄心１１は円筒状であり、シャフ
ト２３の回転軸方向に延びている。
【００２１】
　固定子ティース１２はそれぞれ、固定子１０の内周に互いに周方向に間隔を設けて配列
されており、シャフト２３の回転軸方向に延びている。また、固定子ティース１２はそれ
ぞれ、固定子鉄心１１側から回転子２０の回転中心に向かって凸状に延びており、その先
端は回転子２０の外周と径方向のギャップ２５を挟んで対向する。
【００２２】
　それぞれの隣接する固定子ティース１２間には、シャフト２３の軸方向に延びた固定子
スロット１４が形成されている。
【００２３】
　図３は、第１の実施形態に係る同期リラクタンスモータの電機子巻線の結線図である。
【００２４】
　電機子巻線１５は固定子ティース１２の周囲を巻回し、固定子スロット１４内に収納さ
れる。
【００２５】
　すなわち、複数極の多相たとえば３相の電機子巻線１５が巻回されている。各電機子巻
線１５には、Ｕ相、Ｖ相、Ｗ相のいずれかの交流電流が流れる。
【００２６】
　なお、同期リラクタンスモータ１００では、界磁巻線は設けられていない。
【００２７】
　図１および図２に示すように、回転子２０は、固定子１０の内側に、固定子１０と間隔
をあけて配設されている。前述のように、界磁巻線が回転子２０に巻回されていない。回
転子２０は、回転子鉄心２１およびシャフト２３を有する。
【００２８】
　シャフト２３は、回転軸と同軸的に延びていて、ハウジングに設けられた軸受（図示し
ない。）によって、回転可能に軸支されている。軸受は、コロ軸受け、玉軸受などの転が
り軸受け、あるいはすべり軸受けなどの軸受でよい。
【００２９】
　回転子鉄心２１は、渦電流損を低減するために鉄にケイ素を添加して製造された薄板で
ある電磁鋼板を軸方向に積層した構造を有する。薄板が積層された回転子鉄心２１は、シ
ャフト２３の周囲を占める径方向に厚さのある円筒状である。
【００３０】
　回転子２０の機械的強度を保つために、回転子鉄心２１の外周部にブリッジ部２４が設
けられている。
【００３１】
　ここで、回転子２０の横断面において、主たる磁束の方向をｑ軸とし、これに電気的、
磁気的に直交する方向をｄ軸とする。回転子鉄心２１には、軸方向に延びた磁気障壁であ
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る第１および第２のフラックスバリアが形成されている。
【００３２】
　第１のフラックスバリアは、周方向に互いに間隔をもって形成されて径方向に延びた複
数のｑ軸方向フラックスバリア４１である。ｑ軸方向フラックスバリア４１は、回転子鉄
心２１を構成する各電磁鋼板を打ち抜くようにして形成されており、ｑ軸方向に沿って径
方向に延びている。
【００３３】
　それぞれの鋼板にｑ軸方向フラックスバリア４１のための複数の貫通部分が形成されて
いる。
【００３４】
　第２のフラックスバリアは、互いに隣接するｑ軸方向フラックスバリア４１に挟まれた
それぞれの周方向の角度領域（以下、周角度領域）にそれぞれ複数設けられたｄ軸周辺フ
ラックスバリア３１である。
【００３５】
　ｄ軸周辺フラックスバリア３１は、それぞれの周角度領域において周方向に広がってお
り、シャフト２３の軸方向に向かって凸に曲面状に延びている。その曲面の両端は、ｑ軸
方向フラックスバリア４１と交差せずに、ブリッジ部２４に到達している。
【００３６】
　また、互いに隣接するｄ軸周辺フラックスバリア３１は、互いに交差したり接触したり
しないように互いに間隔をあけて形成されている。
【００３７】
　なお、図１および図２において図示は省略しているが、第１のフラックスバリア４１お
よび第２のフラックスバリア３１により回転子鉄心２１が完全に分断されてばらばらとな
っているように見えるが、第１のフラックスバリア４１あるいは第２のフラックスバリア
３１を挟んで隣接する回転子鉄心２１の鋼板部分は相互に一部で接続され、相互の相対的
な位置関係が保持できるようになっている。
【００３８】
　このような構成により、回転子２０の回転軸まわりの回転磁界が発生する。回転子２０
は、この回転磁界に吸引されてシャフト２３を中心に回転する。
【００３９】
　図４は、従来の同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面における概略の磁束分布
図である。ここで、従来の同期リラクタンスモータにおいてはｑ軸方向フラックスバリア
４１が設けられていない。すなわち、図４は、ｑ軸方向フラックスバリア４１がない場合
の磁束分布を示している。磁束分布は、回転子２０の１／６セクションについて示してい
る。
【００４０】
　図４において、破線ａ１は、主磁束がｑ軸に沿ったｑ軸の磁束を示す。一方、ｂ１は、
主磁束がｄ軸に沿ったｄ軸の磁束を示す。
【００４１】
　同期リラクタンスモータ１００においては、回転子２０は、固定子１０と同一の角速度
で回転しているので、回転子２０におけるこれらの磁束の位置は変化せずに同じ位置に固
定している。すなわち、静止系からみると、これらの磁束は回転子２０と同じ角速度で回
転している。
【００４２】
　回転子２０において、ｑ軸の磁束は、ｄ軸周辺フラックスバリア３１によって分割され
たそれぞれの回転子鉄心２１の部分を通り固定子１０との間のギャップ２５を通り抜けて
固定子１０側に侵入する。回転子２０内の磁束と固定子１０を通る磁束とは全体で閉ルー
プを形成し、ｑ軸の周辺に、ｑ軸に沿った磁束を形成する。
【００４３】
　一方、磁束ｂ１については、図４では図示を省略している隣接する１／６セクションに
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おける磁束とつながっている。磁束ｂ１は、図４に示すように、ｄ軸の周辺にｄ軸方向に
沿った磁束を形成する。
【００４４】
　図５は、第１の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面における
概略の磁束分布図である。すなわち、ｑ軸方向フラックスバリア４１が設けられている場
合の磁束分布を示している。
【００４５】
　図５において、破線ａ２は、主磁束がｑ軸に沿ったｑ軸の磁束を示す。一方、ｂ２は、
主磁束がｄ軸に沿ったｄ軸の磁束を示す。
【００４６】
　本実施形態においては、ｄ軸の磁束の通路に、ｑ軸方向フラックスバリア４１が存在す
る。ｑ軸方向フラックスバリア４１は空気層であり、回転子鉄心２１の鋼板部分に比べて
透磁率が小さい。この結果、ｑ軸方向フラックスバリア４１の存在によってｄ軸の磁束は
通りにくくなる。
【００４７】
　なお、磁束線は定性的に示したもので、ｑ軸の磁束線の本数を基準にｄ軸磁束線を示し
ている。したがって、図４に示すｑ軸の磁束と、図５に示すｑ軸の磁束は、磁束線の数を
同じ本数であるとして表現している。
【００４８】
　図４におけるｄ軸の磁束ｂ１と図５におけるｄ軸の磁束ｂ２とを比べると、図５のｄ軸
の磁束ｂ２の磁束線の数は、図４におけるｄ軸の磁束ｂ１の磁束線の数より少ない。すな
わち、図５に示す本実施形態におけるｄ軸の磁束のｑ軸の磁束に対する割合は、図４に示
す従来の構成におけるｄ軸の磁束のｑ軸の磁束に対する割合よりも小さくなっている。
【００４９】
　従来のＳｙｎＲＭでもｑ軸の磁束よりもｄ軸の磁束が通りにくくなるように構成されて
いるが、本実施形態においては、ｑ軸方向フラックスバリア４１を設けることで、ｑ軸の
磁束よりもｄ軸の磁束がさらに通りにくくなっていることがわかる。
【００５０】
　この結果、ｑ軸方向の自己インダクタンスＬｑに対するｄ軸方向の自己インダクタンス
Ｌｄはさらに小さくなる。すなわち、突極比Ｌｑ／Ｌｄはさらに大きくなっている。
【００５１】
　図６は、従来の同期リラクタンスモータおよび第１の実施形態に係る同期リラクタンス
モータの平均軸トルクの比較図である。
【００５２】
　回転子２０のｑ軸方向のインダクタンスすなわちｑ軸インダクタンスをＬｑ、ｄ軸方向
のインダクタンスすなわちｄ軸インダクタンスをＬｄとし、また、回転子鉄心２１を流れ
る電流のｑ軸方向の成分Ｉｑ、ｄ軸方向の成分をＩｄとすると、リラクタンストルクは、
（Ｌｄ－Ｌｑ）・Ｉｄ・Ｉｑで与えられる。すなわち、ＬｄとＬｑの差が大きいほど、リ
ラクタンストルクが大きくなる。
【００５３】
　図６に示すように、従来の同期リラクタンスモータにおけるトルクに対して、本実施形
態に係る同期リラクタンスモータにおけるトルクは１％程度と、有意に大きくなっている
。
【００５４】
　図７は、従来の同期リラクタンスモータおよび第１の実施形態に係る同期リラクタンス
モータの力率の比較図である。
【００５５】
　図７に示すように、従来の同期リラクタンスモータにおける力率に対して、本実施形態
に係る同期リラクタンスモータにおける力率は、２％程度大きくなっており、力率が有意
に改善されている。
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【００５６】
　以上のように、本実施形態によれば、同期リラクタンスモータの突極比（Ｌｑ／Ｌｄ）
が大きくなり、トルクおよび力率を高めることができる。
【００５７】
　［第２の実施形態］
　図８は、第２の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面図である
。本実施形態は、第１の実施形態の変形である。
【００５８】
　星型シャフト５０は、それぞれ径方向の外側に延びた４枚の放射状板５１を有している
。また、４枚の放射状板５１は、互いに周方向に間隔をもって配列されて、回転子２０の
回転軸方向に延びている。ここで、放射状板５１が４枚の場合を示したが４枚には限定さ
れない。複数枚、たとえば、６枚などでもよい。
【００５９】
　第２の実施形態における放射状板５１は、第１の実施形態においてｑ軸方向フラックス
バリア４１が形成されている領域に配置されている、
　星型シャフト５０の材料は非磁性体である。したがって、第１の実施形態におけるｑ軸
方向フラックスバリア４１と同様に、磁気抵抗が大きく磁束を通しにくい性質を有する。
【００６０】
　それぞれの放射状板５１の両側には、軸方向に延びて周方向に突出するダブテール突起
が形成され、回転子鉄心２１にはダブテール突起と嵌め合う溝が形成された嵌め合い部５
２が設けられており、放射状板５１と回転子鉄心２１と嵌め合いで相互に位置ずれが生じ
ないように構成されている。
【００６１】
　なお、嵌め合い部５２の形状は、ダブテール形状の場合を示したが、ダブテール形状に
は限定されない。たとえば、矩形あるいは三角形の場合でもよい。
【００６２】
　また、嵌め合い部５２は、放射状板５１側が凸で回転子鉄心２１側が凹の場合を示した
が、逆に、放射状板５１の側面に溝が形成され、回転子鉄心２１側に突起が形成されてい
てもよい
　以上のように構成された本実施形態においては、星型シャフト５０の放射状板５１が、
第１の実施形態におけるｑ軸方向フラックスバリアと同様の作用をすることから、従来の
同期リラクタンスモータに比べて突極比（Ｌｑ／Ｌｄ）が大きくなり、トルクおよび力率
を高めることができる。
【００６３】
　また、回転子鉄心２１との嵌め合い部５２を有する放射状板５１側を設けたシャフト２
３を採用することによって回転子２０の機械強度を向上させ、また、回転子鉄心２１の固
定をより強固にすることができる。
【００６４】
　［第３の実施形態］
　図９は、第３の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面の詳細を
示す部分断面図である。本実施形態は、第１の実施形態の変形である。
【００６５】
　第１の実施形態においては、ｄ軸周辺フラックスバリア３１およびｑ軸方向フラックス
バリア４１は、空気層であるが、第３の実施形態においては、ｄ軸周辺フラックスバリア
３２およびｑ軸方向フラックスバリア４２には、非磁性体の樹脂が充填されている。
【００６６】
　このように構成された本実施形態においては、ｄ軸周辺フラックスバリア３２およびｑ
軸方向フラックスバリア４２内は、非磁性体の樹脂であることから、第１の実施形態と同
様に磁気障壁を形成することができる。
【００６７】
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　したがってｑ軸方向フラックスバリア４２は第１の実施形態におけるｑ軸方向フラック
スバリア４１と同様の作用をすることから、突極比（Ｌｑ／Ｌｄ）が大きくなり、トルク
および力率を高めることができる。
【００６８】
　また、ｄ軸周辺フラックスバリア３２およびｑ軸方向フラックスバリア４２ともに樹脂
が充填されていることによって、回転子鉄心２１の機械的な強度を確保することができる
。
【００６９】
　なお、本実施形態では、ｄ軸周辺フラックスバリア３２およびｑ軸方向フラックスバリ
ア４２のいずれも非磁性体の樹脂が充填されている場合を示したが、これに限定されない
。
【００７０】
　たとえば、ｄ軸周辺フラックスバリア３２およびｑ軸方向フラックスバリア４２のいず
れか一方の構造強度上補強が望ましい部分のみに非磁性体の樹脂が充填されていることで
もよい。
【００７１】
　あるいは、ｄ軸周辺フラックスバリア３２の一部においてのみに非磁性体の樹脂が充填
されていることでもよい。
【００７２】
　［第４の実施形態］
　図１０は、第４の実施形態に係る同期リラクタンスモータの軸方向に垂直な断面の詳細
を示す部分断面図である。本実施形態も、第１の実施形態の変形である。
【００７３】
　第１の実施形態においては、ｄ軸周辺フラックスバリア３１およびｑ軸方向フラックス
バリア４１は、空気層であるが、第４の実施形態においては、ｄ軸周辺フラックスバリア
として永久磁石であるｄ軸周辺永久磁石３３が設けられている。
【００７４】
　このように構成された本実施形態においては、ｄ軸周辺のフラックスバリアは永久磁石
であることから、第１の実施形態と同様に磁気障壁を形成することができる。
【００７５】
　また、ｑ軸方向のフラックスバリア４１は空気層であり、第１の実施形態と同様の作用
をすることから、突極比（Ｌｑ／Ｌｄ）が大きくなり、トルクおよび力率を高めることが
できる。
【００７６】
　なお、本実施形態では、ｄ軸周辺に永久磁石が設けられている場合を示したが、これに
限定されない。
【００７７】
　たとえば、ｄ軸周辺およびｑ軸方向の両方に永久磁石が設けられていることでもよい。
あるいは、ｄ軸周りの一部においてのみに永久磁石が設けられていることでもよい。
【００７８】
　［その他の実施形態］
　以上、本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示
したものであり、発明の範囲を限定することは意図していない。
【００７９】
　また、各実施形態の特徴を組み合わせてもよい。たとえば、第２の実施形態の特徴であ
る星型シャフト５０と、第３の実施形態の特徴である非磁性体の樹脂を充填したフラック
スバリアを組み合わせてもよい。
【００８０】
　あるいは、第２の実施形態の特徴である星型シャフト５０と、第４の実施形態の特徴で
ある永久磁石の設置を組み合わせてもよい。
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【００８１】
　さらに、これらの実施形態は、その他の様々な形態で実施されることが可能であり、発
明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省略、置き換え、変更を行うことができる。
【００８２】
　これら実施形態やその変形は、発明の範囲や要旨に含まれると同様に、特許請求の範囲
に記載された発明とその均等の範囲に含まれるものである。
【符号の説明】
【００８３】
　１０…固定子、１１…固定子鉄心、１２…固定子ティース、１４…固定子スロット、１
５…電機子巻線、２０…回転子、２１…回転子鉄心、２３…シャフト、２４…ブリッジ部
、２５…ギャップ、３１、３２…ｄ軸周辺フラックスバリア（第２のフラックスバリア）
、３３…ｄ軸周辺永久磁石（第２のフラックスバリア）、４１、４２…ｑ軸方向フラック
スバリア（第１のフラックスバリア）、５０…星型シャフト（第１のフラックスバリア）
、５１…放射状板、５２…嵌め合い部、１００…同期リラクタンスモータ

【図１】 【図２】

【図３】
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